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様式（第５条関係）  

会  議  録 

会議の名称 平成２３年１１月１６日  臨時庁議  

開催日時 

午後３時２７分  

平成２３年１１月１６日 (水 )     ～  

午後３時４３分  

開催場所 市長公室 

出席者 富岡市長、和田教育長、田中審議監、小林総務部長、佐藤市民環境部

長、安田福祉部長、中村健康づくり部長、高橋都市建設部長、関根会

計管理者、新井水道部長、丸山議会事務局長、中島学校教育部長、田

中生涯学習部長、星野監査委員事務局長 

 

（事務局） 

神田政策企画室長、村山同室主幹兼室長補佐、同室政策企画係小曽根

主任 

会議内容 （１）平成２３年第１回朝霞市議会臨時会提出議案について 

会議資料 

議案第６３号 

議案第６４号 

議案第６５号 

議案第６６号 

議案第６７号 

会議録の 

作成方針 

□録音テープを使用した全文記録  

□録音テープを使用した要点記録  

■要点記録  

記録内容の確認方法  

出席者の確認及び事務局の決裁 

その他の 

必要事項 
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審議内容（発言者、発言内容、審議経過、結論等）  

［市長あいさつ］ 

 

［議題］ 

（１）平成２３年第１回朝霞市議会臨時会提出議案について 

 

議案第６３号 平成２３年度朝霞市一般会計補正予算（第２号）について 

【小林総務部長】 

・市長の給料月額を２０％減額し、副市長及び教育長の給料月額を１０％減額する。 

・人事院勧告の趣旨を踏まえ、職員の給与改定を行うとともに、人事異動に伴う人件費について補

正する。 

・今回の補正額は、歳入歳出それぞれ１７１，５２８千円の減額である。 

・歳入において繰入金を１７１，５２８千円減額しているが、これは財政調整基金繰入金の減額で

ある。財政調整基金の平成２３年度末現在高（見込み）は、８３８，４８４千円である。 

・議会運営事業については、平成２３年４月から市議会議員のうち２名が欠員となっていたことに

伴う減額である。 

・下水道事業特別会計繰出金は、職員の給与改定等に伴う人件費の補正により減額するものである。 

・給料及び職員手当の増減額の明細について、給料の改定率は０．２０％減であり、給与改定は平

成２３年１２月１日に実施する。給料のその他増減分については、人事異動、退職、育児休業、

病気休暇に伴うものである。今回の給与改定は、平成２４年３月の給与まで該当する。また、

民間との均衡を図るため、平成２３年４月から平成２３年１１月までの給与についての調整措

置も含んでいる。 

［質疑等］ 

 なし 

 

議案第６４号 平成２３年度朝霞市朝霞都市計画下水道事業特別会計補正予算（第２号）につい

て 

【高橋都市建設部長】 

・今回の補正額は、歳入歳出それぞれ１１，４１２千円の減額である。これは、人事院勧告の趣旨

を踏まえ、職員の給与改定を行うとともに、人事異動に伴う人件費について補正するものである。

歳入は一般会計繰入金を減額し、歳出は職員人件費を減額する。 

［質疑等］ 

 なし 
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議案第６５号 平成２３年度朝霞市水道事業会計補正予算（第２号）について 

【新井水道部長】 

・人事院勧告の趣旨を踏まえ、職員の給与改定を行うとともに、人事異動に伴う人件費について補

正するものであり、平均０．３４％減額する。 

・収益的支出については、損益勘定職員の給与費を７，８６２千円減額する。 

・資本的支出については、資本勘定職員の給与費を６３４千円減額する。 

［質疑等］ 

 なし 

 

議案第６６号 市長及び副市長の給与等に関する条例及び教育委員会教育長の給与等に関する

条例の一部を改正する条例について 

【小林総務部長】 

・厳しい経済情勢や朝霞市の財政状況等を考慮し、市長の給料月額を２０％減額し、副市長及び教

育長の給料月額を１０％減額する。この特例措置は、平成２３年１２月１日から平成２４年１１

月３０日まで講じる。 

・平成２２年１２月１日から平成２３年１１月３０日までの期間において、市長の給料月額を 

１０％減額し、副市長及び教育長の給料月額を５％減額しており、それを規定した附則の改正に

なっているが、条例本則に定められている本来の給料月額から減額するものである。 

［質疑等］ 

 なし 

 

議案第６７号 朝霞市職員の給与に関する条例の一部を改正する条例について 

【小林総務部長】 

・人事院勧告の趣旨を踏まえ、行政職の職員の給料を平均０．２０％引き下げる。 

・年間給与での民間との均衡を図るため、平成２３年１２月に支給する期末手当の額で所要の調整

を行う。 

・現給保障制度の適用を受けている職員については、給与構造改革前の平成１９年３月３１日にお

ける給料月額から、現在は０．４１％を減額した給料月額を支給しているが、さらに０．４９％

を減額する。 

［質疑等］ 

 なし 

  

【閉会】 




